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復興推進委員会の改組 （伊藤元重委員長らを3/6総理任命）
⇒ 「新しい東北」の創造についての調査・審議の開始（3/26～） （子どもの成長、地域資源の活用（農業・観光等）などを含む5テーマ）
⇒ 「『新しい東北』の創造に向けて（中間とりまとめ）」を公表（6/5）

住宅再建・復興まちづくりの加速化の
ためのタスクフォース (2/22‐) 等

・ 用地取得の迅速化（モデルケースで推進）

・ 埋蔵文化財調査の簡素化・迅速化
・ 人員不足・資材不足対策 など

加速化措置
（第一弾3/7 、第二弾4/9 、フォローアップ6/21）

住まいの復興工程表 (3/7 、4/26)
⇒ 住宅再建等の時期の見える化

１．スタートダッシュ（体制整備と予算枠の確保）

復興フレーム見直し (1/29)
１９兆円 ⇒ ２５兆円

・「二本社制」で現場主義 (2/1)
⇒ 福島復興再生総局・福島復興再生総括本部

・タスクフォースで縦割り是正（1/11‐）
⇒ 大臣の下、関係局長級を参集して横串

２．（１）住宅再建等の加速・生業の再生

福島ふるさと復活プロジェクト（三本柱）等 （H24補正、H25予算）

【中間報告】（4/19） 新技術活用や農林業再生との一体的実施 など

除染・復興加速のためのタスクフォース (1/11‐)

風評被害対策等
・タスクフォース(3/21‐)
・対策パッケージ（4/2）

・高速無料化 など

被災者支援施策
パッケージ (3/15)

３．新たな東北の創造

町外コミュニティ
復興住宅の整備

コミュニティ支援策等

生活再開準備の加速

重点推進計画 （総理認定 4/26)
産業復興再生計画 （総理認定 5/28)
福島における新産業の創出や国際競争力強化

政権交代後の復興加速化への主な取組について

早期帰還・定住プランの策定（3/7）

コミュニティ復活交付金 子ども元気復活交付金地域の希望復活応援事業

避難解除等区域復興再生計画の策定（3/19）

２．（２）福島の復興・再生等

早期帰還地域 長期避難者 中通り地区等

地域の状況に応じた、きめ細かな対策。立案から実行へ。

福
島
特
措
法

全天候型運動施設など

営農再開等の支援（基金）

企業立地補助を津波被災地域へ拡充 (H25予算)

震災支援機構等による二重ローン対策

復興交付金の運用柔軟化 (3/7)
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１．住まいの再建

住宅再建の見通しを明らかにするため、地区単位の詳細な工程表や住宅・宅地

の戸数ベースでの供給目標（約５万戸）を示した「住まいの復興工程表」を平成２
５年３月７日に公表（４月２６日更新）した。

＜実績＞岩手・宮城の災害公営住宅と民間住宅等用宅地については、平成２７年度までに、計画の５～１０割が
供給される見込み。

・工程表は、各市町村の地区毎・年度毎に作成し供給戸数を明示。
・今後、四半期毎に更新し、公表。

26年度まで累計 27年度まで累計

岩手県
（進捗率）

概ね4,900戸
（概ね８割）

概ね5,900戸
（概ね１０割）

宮城県
（進捗率）

概ね7,800戸
（概ね５割）

概ね11,600戸
（概ね７．５割）

福島県 概ね2,600戸 概ね2,900戸

①災害公営住宅の整備に係る進捗見込み（戸数）

27年度まで累計 28年度以降も含めた累計

概ね5,800戸
（概ね６割）

概ね8,700戸
（概ね９割）注）

概ね6,700戸
（概ね５割）

概ね9,500戸
（概ね7割）注）

概ね800戸 概ね2,400戸

②民間住宅等用宅地の整備に係る進捗見込み（宅地数）

※福島県における原発避難者向け災害公営住宅の整備戸数は、整備中の
500戸（上記戸数に含まれている）を含み、全体で概ね3,700戸を予定しており、
平成27年度までの入居を目指している（平成25年６月時点）。

注）岩手県の概ね1,000戸（概ね１割）、宮城県の概ね3,600戸（概ね３
割）、福島県の概ね200戸については、用地交渉中や整備計画の策
定中など現段階では供給時期を調整中である。

【住まいの復興工程表（平成25年3月末時点）】 （H25.4.26更新）

（１）住まいの復興工程表の公表
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平成２４年１２月

（漁業集落防災機能強化事業）
岩手県田野畑村島越地区

平成２５年６月

（災害公営住宅）
宮城県山元町新山下駅周辺地区

岩手県釜石市上中島地区

（２）復興まちづくりの進捗状況

住宅再建、生活基盤の整備に向けた復興まちづくりの取り組みは本格的な工事の段階を迎え
ており、一部事業では完成したところも出てきている。

※防災集団移転促進事業 ： 予定の328地区のうち、106地区で工事着手
土地区画整理事業 ： 予定の59地区のうち、31地区で工事着手
漁業集落防災機能強化事業 ： 予定の40地区のうち、39地区で工事着手
災害公営住宅整備事業 ： 予定の2万戸以上注）のうち、2,152戸で工事着手

注）主な内訳は、岩手県約6千戸、宮城県約1万5千戸、（福島県は未定）
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（３） 住宅再建・復興まちづくりの加速化措置の進捗状況

・ 第1弾及び第2弾のフォローアップおよび加速化のための新たな対応について、取りまとめを実施

① 加速化措置のフォローアップ

関係省庁から現在の主な取り組み状況の報告のもと、短期間で積極的な取り組みが

進められていることを確認

② 加速化のための新たな対応（今後予定している主な施策）

復興大臣より関係省庁に、さらなる加速化に向け、これまでの措置をより効果的に推進するため、

モデルによる試行や現地に即した工夫を進めるよう指示

・ 住まいの復興工程表の公表

・ 実現および加速化のための主な措置

① 用地取得の迅速化

② 埋蔵文化財発掘調査の簡素化・迅速化

③ 資材不足、人員不足、入札不調への対応

・ 用地取得の困難な場合の課題に速やかに対応できるよう手続きの簡素化

① 防災集団移転促進事業における事業計画変更の簡素化（土地取得困難地の回避等）

② 土地収用手続きの効率化

③ 財産管理制度の円滑な活用（不在者財産、相続財産への対応）

④ 所有者不明土地に係る手続きの円滑化

H25.3.7 住宅再建・復興まちづくりの加速化に向けた施策パッケージ （第１弾）

H25.4.9 住宅再建・復興まちづくりの加速化措置（第２弾）

H25.6.21  住宅再建・復興まちづくりの加速化措置のフォローアップ
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■作成内容

○事業計画

対象事業ごとに、復旧・復興に向けた基本的考え方、成果、目標などを記載。

○工程表

上記の事業計画に即して、対象事業ごとに復旧・復興の目標をバーチャートで表示。

・平成25年度予算成立を機に、平成25年度の目標を含めた事業計画及び工程表見直しを実施。

・平成24年度の目標の達成状況について進捗確認を実施。

■対象事業

海岸、河川、下水道、交通網（道路、鉄道、空港、港湾）、農地・農業用施設、海岸防

災林の再生、漁港・漁場・養殖施設・大型定置網、復興住宅（災害公営住宅）、復興まち

づくり（防災集団移転・区画整理等、医療施設等、学校施設等）、土砂災害対策、地盤

沈下・液状化対策、災害廃棄物の処理

【事業計画及び工程表の概要】

（４）復興施策に関する事業計画及び工程表の見直しと進捗確認 ①

- ２ -

■公共インフラ地域版：工程表の例（宮城県石巻市の海岸対策・河川対策）

4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月
１．海岸対策

２．河川対策

２．河川対策

H２３ H24 H25 H26
H27以降

（国管理河川：旧北上川）
（国管理河川：北上川）

（県・市町村管理区間）

施工準備

（堤防設計等）
応急対策 本復旧（逐次完了し、全ての区間について概ね５年での完了を目指す。）

計画堤防高さの公表

（9/9宮城県公表）

施工準備

（堤防設計等）

出水期
出水期

出水期

応急対策

（※）避難判断水位等を引き下げて運用

出水期

※ 地盤沈下により広範囲に農地が水没している地区等で、災害復

旧の実施に向け関係機関と調整が必要な箇所

Ｈ２４年出水期（６月頃～）までに、２箇所※を除き

被災前の同程度の安全水準（地盤沈下分

を含む）までの本復旧を完了
市町村の復興計画の策定等に時間を要する箇所の液状化対策について、引き続き対策を実施。

本復旧（河口部では、隣接する海岸堤防の整備計画、市町村策定の復興計画等を踏まえ、整備を逐次完了し、概ね５年を目途に全箇所復旧完了。）

液状化対策については

Ｈ２４年度中に概ね対策を完了

施工準備
（堤防設計等）

本復旧

出水期 出水期 出水期

（河口部では、隣接する海岸堤防の整備計画、市策定の復興計画等を

踏まえ、整備を逐次完了し、概ね５年を目途に全箇所復旧完了予定。）

出水期

応急対策
６箇所で本復旧完了

・復興施策について事業計画と工程表を取りまとめて公表。

・公共インフラ全体版及び公共インフラ地域版（市街地復興パ
ターンの検討調査実施した43市町村を中心）を作成。

・今後も、節目節目において事業計画及び工程表の見直しを行
い、取りまとめの上、公表していく予定。
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（４）復興施策に関する事業計画及び工程表の見直しと進捗確認 ②

・公共インフラ（全体版）の対象１８事業について、所管省庁による工程の進捗確認を実施。
・その結果、 １１事業は「概ね平成24年度に目標達成」もしくは「平成24年度に目標達成」 、海岸対策など３事業及び災
害廃棄物の処理など４事業の一部が「平成２５年度に目標達成がずれ込む」となっている。

・平成２５年度に目標達成がずれ込む理由は、復興まちづくり計画や他事業との調整、用地取得等の合意形成、港湾岸
壁の復旧より利用の優先、不発弾発見等の周辺状況の変化等により、時間を要したことである。

・このため、復興事業の円滑な推進及び加速化に向けて、復興庁にタスクフォースを設置し、本年３月、４月と２度にわた
る住宅再建・復興まちづくりの加速化に向けた施策パッケージ等の公表により、柔軟かつきめ細かな対応を実施。

事業名 平成24年度成果の進捗分析【評価】※ 事業名 平成24年度成果の進捗分析【評価】※

1． 海岸対策 平成25年度に目標達成がずれ込む 10． 漁港・漁場・養殖施設・定置網 【漁港】平成24年度に目標達成
【漁場】平成25年度に目標達成がずれ込む
【養殖施設】平成24年度に目標達成
【定置網】平成25年度に目標達成がずれ込む

2． 河川対策 【国管理区間】概ね平成24年度に目標達成
【県・市町村管理区間】
平成25年度に目標達成がずれ込む

11． 復興住宅（災害公営住宅等） 平成24年度に目標達成

3． 下水道 平成24年度に目標達成 12． 復興まちづくり（防災集団移転促進事業、
土地区画整理事業等）

平成24年度に目標達成

4． 交通網（道路） 平成24年度に目標達成 13． 復興まちづくり（被災した造成宅地） 平成24年度に目標達成

5． 交通網（鉄道） 【旅客鉄道】平成24年度に目標達成
【貨物鉄道】平成24年度に目標達成

14． 復興まちづくり（医療施設等） 概ね平成24年度に目標達成

6． 交通網（空港） 平成25年度に目標達成がずれ込む 15． 復興まちづくり（学校施設等） 概ね平成24年度に目標達成

7． 交通網（港湾） 【産業・物流上、特に重要な港湾施設】
平成25年度に目標達成がずれ込む
【復旧に期間を要する施設（防波堤）】
平成24年度に目標達成

16. 土砂災害対策 平成25年度に目標達成がずれ込む

8． 農地・農業用施設 概ね平成24年度に目標達成 17. 地盤沈下・液状化対策 平成24年度に目標達成

9． 海岸防災林の再生 平成24年度に目標達成 18. 災害廃棄物の処理 【災害廃棄物の仮置場への移動】
平成25年度に目標達成がずれ込む
【中間処理・最終処分】
概ね平成24年度に目標達成（ただし、福島県の一
部を除く）

※ 目標とは、平成２４年度の成果目標を指す。
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２．暮らしや生業・産業等の復興

農地や工場等の施設・設備の復旧支援、二重債務を負った事業者等の
資金繰り支援等により、農林水産業、水産加工業や中小企業等の事業
再生を支援するとともに、企業立地への支援や商店街の再建等を図っている。

（１）農地の復旧状況（営農を再開した農地）

営農を再開した農地

復旧状況被災状況

がれきが散乱した農地
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（２）中小企業等の施設・設備の復旧を支援

○中小企業等グループ補助金による支援： ５２５グループ、９，２５１社

（平成２５年５月２９日時点の交付決定数）

○産業復興相談センター/産業復興機構による支援： １３３件
（平成２５年６月１４日時点の買取決定数）

○東日本大震災事業者再生支援機構による支援： ２００件
（平成２５年６月１４日時点の支援決定数）
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３．福島の復興加速の状況（本年４月以降の状況）

①生活環境の整備・再生

営農再開

企業立地・
再開

拠点整備

• 広野町、田村市、川内村の約400ｈａにおいて、米の作付を本年から本格的に再開。
• 南相馬市等の127ｈａでは作付再開に向けた米の、川俣町では本年からトルコギキョウの実証栽培を開始。
• 消費拡大のためのキャンペーンや戦略的ＰＲによる販路拡大を実施。

• 県内で48箇所の仮設工場・店舗等が完成し、事業を再開。
• 県内2,778社に対し、グループ補助金により被災事業者の施設・設備の復旧を支援。
• 県内291事業所に対し、企業立地補助金により企業や事業所の誘致、設立を支援。

• 国内で唯一、世界基準に対応した医療機器開発･安全性評価センターを郡山市に整備中。
• 福島県立医科大学に新たな薬品開発を行う拠点を整備中。
• 世界初となる本格的な事業化を目指した浮体式洋上風力発電の実現に向け、今夏より風力発電機及び変
電設備を福島県沖に設置し、実証事業を本格開始。

早期帰還の
促進

• 12市町村中11市町村について区域見直しを終了。川俣町についても調整中。
• 田村市の国直轄除染が終了。今後の避難指示解除に関する地元との協議を開始。
• 帰還に向け、専門医師の定期派遣、一時帰宅住民へのバス提供などの支援を実施。
• 常磐自動車道の除染作業が本年6月末をもって終了。

（広野IC～常磐富岡IC間は平成25年度内に開通。今後段階的に供用開始）

②産業振興・雇用の確保

③農林水産業の再開

長期避難
• 災害公営住宅を先行的に500戸整備を開始。

（全体では約3,700戸を平成27年度までの入居を目指して整備）

復興加速のために、地域ごとに復興施策を展開（ふるさと復活プロジェクト等の実施）
○早期の帰還支援 … 帰還の加速に向けた支援事業、営農再開等
○長期避難者支援 … 災害公営住宅の整備等、町外生活拠点の整備
○中通り等 … 風評被害への対応等

ふくしま国際医療科学センター（福島市）

浮体式洋上風力発電イメージ（いわき市）

トルコギキョウ
（川俣町）

一時帰宅住民への
バス提供（南相馬市）

子どもたちの田植え体験
（広野町）

専門医師の定期派遣(川内村）
（川内村国民健康保険直営診療施設）
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福島における「子ども元気復活」のための取組

子ども元気復活交付金

制度の
概要

• 原発事故の影響により減少した子どもの運動機会を確保す
るため、遊具の更新や運動施設等の整備を実施
－平成25年度予算額：100億円

• ハードだけでなく、ソフト事業（プレイリーダーの養成等）も実
施可能

第１回募
集申請状

況

• 緊急に整備が可能な「屋外遊具の更新」を中心に、福島市、
郡山市、 いわき市など14市町から事業申請
（遊具の更新：計218ヶ所、運動施設等の整備：計21ヶ所）

子どもたちが楽しみつつ体力向上も期待
できるクライミング遊具に更新

人工芝の全天候型運動場（1200㎡）を
整備し、子どもたちがいつでも運動でき
る場を確保

～特色ある申請事例１～

【南相馬市・原町区屋内子どもの遊び場の整備】

～特色ある申請事例３～

【本宮市・スマイルキッズパークの増築】
～特色ある申請事例２～

【郡山市・開成山公園の遊具更新】

屋内遊び場に体力向上のためのアスリート
エリアを増築。併せて、ソフト事業としてプレ
イリーダー養成事業を実施
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４．現場主義の徹底

復興を加速するため、地域ごとに異なる解決すべき課題を具体的に整理して、現場主義
で、一つひとつ解決してきている
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５．新たな東北の創造

創造と可能性の地としての「新しい東北」を目指し、復興推進委員会が５つの柱を中心
に中間報告を取りまとめた。

緊急に対応すべき事項等については、東日本大震災復興推進調整費等を活用し、具
体化を進めていく。

①元気で健やかな子供の成長を見守る安心な社会
（子供の元気回復、運動支援、世界レベルの文武両道 等）

②「高齢者標準(低下した高齢者の身体・認知機能を標準とする)」による活力ある超高齢社会
（アクティブエイジング、医療介護連携、電子カルテ等の活用 等）

③持続可能なエネルギー社会（自律・分散型エネルギー社会）
（新エネルギーシステム、スマートシティ・グリッド、自然エネルギーの活用 等）

④頑健で高い回復力を持った社会基盤（システム）の導入で先進する社会
（ﾊｰﾄﾞとｿﾌﾄが一体となった減災対策、ｺﾝﾊﾟｸﾄｼﾃｨ、ﾃﾞｨﾏﾝﾄﾞﾊﾞｽ、長寿命化 等）

⑤高い発信力を持った地域資源を活用する社会
（観光、食品（農林水産・加工）、個性的なﾒｰｶｰ、新たな被災地での取組 等）
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